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別紙１ 
平成１４年２月１９日 

厚生労働省厚生科学課 

 
厚生労働科学研究費補助金制度について 

 

１ 補助金の概要 

（１） 趣旨、目的 

「厚生労働科学研究の振興を促し、もって、国民の保健医療、福祉、生活
衛生、労働安全等に関し、行政施策の科学的な推進を確保し、技術水準の向
上を図ること」を目的としている。 
なお、平成１４年度に名称を「厚生科学研究費補助金」から「厚生労働科
学研究費補助金」に変更している。 
 

（２） 研究分野 

平成１４年度においては、「行政政策研究分野、総合的プロジェクト研究
分野、先端的厚生科学研究分野、健康安全確保総合研究分野」の４分野を設
け、２５の研究事業に分類している。（別紙１） 
 

（３）対象経費 
ア 研究事業経費 
・ 直接研究に必要な経費 
・ 研究事業の一部を他の機関に委託して行うための経費 

イ 間接経費 
直接研究費等による研究の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費
として研究者から配分を受け、研究機関が使用する経費。 
ウ 推進事業経費 

採択された研究課題を支援するための事業にかかる経費 
・ 外国人研究者招へい事業 
・ 外国への日本人研究者派遣事業 
・ 若手研究者育成活用事業 
・ 研究成果公開等 



 

 
（４） 予算額 

ア 予算額の推移 

   （単位：千円） 

対前年度 対前年度 
差  引   年     度 予 算 額 
増△減額 伸  率 

平成１１年度 26,980,056 5,298,174 124.4% 

平成１２年度 27,659,764 679,708 102.5% 

平成１３年度 32,885,230 5,225,466 118.9% 

平成１４年度 40,701,910 7,816,680 123.8% 

 

イ 平成１４年度予算額内訳 

別紙２のとおり 

 

２ 研究課題の募集、評価、交付基準額の決定（採択） 

募集から交付決定、補助金の確定等の事業年間スケジュールは別紙３のとおり。 

（１） 募集 

厚生労働科学研究の振興を一層推進する観点から、独創的又は先駆的な研
究や社会的要請の強い諸問題に関する研究について競争的な研究環境の形
成を行うこととしており、毎年度、１～２月ころ厚生労働省のホームページ
に掲載するとともに、大学や試験研究機関等に文書により周知し、募集を行
っている。（各研究事業の照会連絡先は別紙１のとおり） 
 

（２）応募資格                                                                      
ア つぎに掲げる国内の試験研究機関等に所属する研究者。 

・ 厚生労働省の施設等機関 

・ 地方公共団体の附属試験研究機関 

・ 学校教育法に基づく大学及び同附属試験研究機関 

・ 民間の研究所（民間企業の研究部門を含む。） 

・ 研究を主な事業目的としている民法第 34 条の規定に基づき設立された公益

法人等 

・ 研究を主な事業目的としている独立行政法人通則法(平成11年法律第103号)

第 2 条の規定に基づき設立された独立行政法人及び特定独立行政法人 



 

・ その他厚生労働大臣が適当と認めるもの 

イ 研究を主な事業目的としている民法第 34 条の規定に基づき設立された公益法人 

 

（３） 研究課題の評価 

ア 研究課題の評価は、「厚生労働省の科学研究開発評価に関する指針」（平
成１４年８月２７日厚生労働省大臣官房厚生科学課長決定）（別紙４）に
基づき、新規申請課題の採択の可否等について審査する「事前評価」、研
究継続の可否等を審査する「中間評価」、研究終了後の研究成果を審査す
る「事後評価」を実施している。 
イ 「事前評価」においては、提出された研究計画書に基づき外部専門家等
により構成される事前評価委員会において、「専門的・学術的観点」と「行
政的観点」の両面からの総合的な評価（研究内容の倫理性等総合的に勘案
すべき事項についても評定事項に加える。）を経たのち、研究課題が採択
される。 
なお、必要に応じ申請者に対して申請課題に対する研究の背景、目的、
構想、研究体制、展望等についてのヒアリングを実施し、評価を行う。 

 （ア）専門的・学術的観点からの評価に当たり考慮すべき事項 

・ 研究の厚生労働科学分野における重要性 

・ 研究の厚生労働科学分野における発展性 

・ 研究の独創性・新規性 

・ 研究目標の実現性・効率性 

・ 研究者の資質、施設の能力 

 （イ）行政的観点からの評価に当たり考慮すべき事項 

・ 厚生労働行政の課題との関連性 

・ 厚生労働行政の課題における重要性 

・ 緊急性 

ウ 「中間評価」は次の事項を考慮して行っている 

（ア） 専門的・学術的観点からの評価に当たり考慮すべき事項 

・ 研究計画の達成度 

・ 今後の研究計画の妥当性・効率性 

・ 研究の継続能力 

（イ） 行政的観点からの評価に当たり考慮すべき事項 

・ 厚生労働行政に対する貢献度 

エ 「事後評価」は次の事項を考慮して行っている 

（ア） 専門的・学術的観点からの評価に当たり考慮すべき事項 

・ 研究目的の達成度 



 

・ 研究成果の学術的・国際的・社会的意義 

・ 研究成果の発展性 

・ 研究内容の効率性 

（イ） 行政的観点からの評価に当たり考慮すべき事項 

・ 厚生労働行政に対する貢献度 

 

（４） 交付基準額の決定 

事前・中間評価に基づき、研究課題名及び交付基準額が決定され交付予定
者に通知される。 

 

 

３ 補助金の交付等 

（１） 申請 

ア 補助金の交付予定者は、交付申請書を厚生労働大臣にその定める期限までに提出す

る。 

イ 平成１４年度からは、補助金のより一層の適正な執行のため、原則、補助金交付予

定者は所属する研究機関の長に直接研究費等の管理及び経理の事務委任を行うこと

としている。（以下「機関委任経理」という。） 

なお、機関委任経理ができない場合は、その理由書を提出させている。 

 

（２） 交付決定 

研究課題の所管部局長は、交付申請書に基づき、補助金の交付額を決定し、
申請者に通知し、支出官厚生労働省大臣官房会計課長は申請者の指定する金
融機関口座に日本銀行等を通じ交付決定された補助金額を振り込む。 
 

（３） 会計等処理方法（主なもの） 

 ア 交付を受けた補助金は、当該補助金の交付対象事業に必要な経費にのみ使用しなけ

ればならない。 

イ 研究事業又は推進事業に要する経費の配分の変更（１０％以下の場合を除く）や申

請した実施計画の変更（当該事業の目的及び効率的な実施に関係のない軽微な変更を

除く）をしようとする場合には、変更申請書を厚生労働大臣に提出し、その承認を受

けなければならない。 

ウ 研究事業又は推進事業に従事する者が研究の成果に係る特許権等の知的財産権又

は当該知的財産権を受ける権利の全部又は一部を譲渡する場合には、譲渡を受ける者

から相当の対価の支払を受けることを契約等において定めた上で行わなければなら

ない。 



 

エ 補助事業者は、研究事業又は推進事業に要した費用について、他の経理と区分して

収入及び支出の内容を記載した帳簿を備え、補助金の使途を明らかにしておかなけれ

ばならない。 

オ 補助事業者は、前項の収入額及び支出額について、その収入及び支出内容に関する

別に定める証拠書類を整理し、前項の帳簿とともに、当該事業の完了後５年間保存し

ておかなければならない。（なお、機関委任経理の場合は機関の長が５年間保存する） 

カ 厚生労働大臣は、必要があると認める場合には、研究者等に対して報告若しくは前

項の証拠書類の提出を求め、又は指導し、又は関係者に質問することができる。 

 

５ 研究成果 

（１）事業報告 

ア 補助事業者は、当該年度における研究事業又は推進事業を完了した日から起算し

て１箇月を経過した日又は補助金の交付の決定を受けた年度の翌年度の４月１０日の

いずれか早い期日までに事業実績報告書を厚生労働大臣に提出しなければならない。 

イ 事業実績報告書は、研究結果の概要、経費所要額等が記載されている。 

 

（２）公表 

 研究報告内容は「厚生労働科学研究成果データベース」に収録し、厚生労働省のホ

ームページ上で公表している。 
また、研究報告書等は閲覧できるように、厚生労働省図書館、国立国会図書館等に

おいて保管し、閲覧できるようにしている。 

 

（３）健康危険情報 
研究者等は、研究事業を遂行する課程で、国民の生命、健康に重大な影響を及ぼす

情報（健康危険情報）を把握した場合は速やかに厚生労働省に連絡する。 



 

別紙２ 

平成１４年度公募研究事業、担当部局一覧平成１４年度公募研究事業、担当部局一覧平成１４年度公募研究事業、担当部局一覧平成１４年度公募研究事業、担当部局一覧 

  概要 担当課 

[[[[行政行政行政行政政策研究分野政策研究分野政策研究分野政策研究分野]]]]   

1 政策科学推進研究
経費 

社会保障及び人口問題に係る政策、保健医療福祉に

おける総合的な情報化や地域政策の推進その他厚生

労働行政の企画及び効率的な推進に資することを目

的とする研究 

政策統括官政策評価官室 

内線７７７８ 

2 厚生労働科学特別
研究経費 

厚生労働科学の新たな進展に資することを目的とす

る独創的な研究及び社会的要請の強い諸問題に関す

る先駆的な研究 

大臣官房厚生科学課  
内線３８０９ 

3 統計情報高度利用
総合研究経費 

統計情報の高度利用の総合的推進に資することを目

的とする研究 
大臣官房統計情報部人口動

態・保健統計課保健統計室 

内線７５０５ 

4 社会保障国際協力
推進研究経費 

社会福祉、公衆衛生を含めた社会保障分野に係る国

際協力の推進に資することを目的とする研究 
大臣官房国際課 
内線７２９５ 

[[[[総合的プロジェク総合的プロジェク総合的プロジェク総合的プロジェク

ト研究分野ト研究分野ト研究分野ト研究分野] ] ] ]  
  

1 がん克服戦略経費 がん克服へ向け、がんの本態解明及びその臨床応用
を図ることを目的とする研究 

健康局総務課生活習慣病対

策室  
内線２３３９ 

2 長寿科学総合研究
経費 

高齢者の心身の健康の確保及び生活の質的向上に資

することを目的とする研究 
老健局総務課  
内線３９０８ 

3 障害保健福祉総合
研究経費 

障害者の社会的自立を促進し、生活の質的向上をも

たらす総合的な障害保健福祉施策の推進に資するこ

とを目的とする研究 

社会・援護局障害保健福祉部

企画課  
内線３０２０ 

4 子ども家庭総合研
究経費 

乳幼児の障害の予防、母性及び乳幼児の健康の保持

増進並びに児童家庭福祉の向上に資することを目的

とする研究 

雇用均等・児童家庭局 
母子保健課  
内線７９３７ 

5 ヒトゲノム・再生
医療等研究経費 

高齢者等の主要な疾患の遺伝子の解明に基づく個人

の特徴に応じた革新的な医療の実現、自己修復能力

  



 

ヒトゲノム・遺伝

子治療研究 
医政局研究開発振興課 内

線２５４３ 

再生医療研究 健康局疾病対策課  
内線２３５６ 

  

バイオテクノロ

ジー応用食品 

を利用した再生医療の実現及び生命工学を利用した

疾患予防又は健康維持のための高機能食品の開発を

目的とする研究 

医薬局食品保健部監視安全

課  内線２４５２ 

効果的医療技術の

確立推進臨床研究

経費 

  

がん研究分野 健康局総務課生活習慣病対

策室 内線２３３９ 

心筋梗塞・脳卒中

研究分野 
医政局指導課  
内線２５５８ 

生活習慣病（が

ん、心筋梗塞、脳

卒中を除く）研究

分野 

健康局総務課生活習慣病対

策室  
内線２３３９ 

痴呆研究分野 老健局総務課  
内線３９０８ 

6 

 

小児疾患分野 

がん、心筋梗塞、脳卒中、痴呆、小児疾患等につい

て、より効果的な保健医療技術の確立を目指した臨

床研究を推進し、根拠に基づく医療の推進を図るこ

とを目的とする研究 

医政局研究開発振興課 内

線２５４３ 

[[[[先端的厚生科学研先端的厚生科学研先端的厚生科学研先端的厚生科学研

究分野究分野究分野究分野]]]] 
  

1 新興・再興感染症
研究経費 

新興・再興感染症の予防、診断、治療の向上その他

新興・再興感染症対策の推進に資することを目的と

する研究 

健康局結核感染症課  
内線２３８７ 

2 エイズ対策研究経
費 

エイズ対策の確立及びその科学的な推進に資するこ

とを目的とする研究 
健康局疾病対策課  
内線２３５７ 

3 感覚器障害研究経
費 

感覚器障害の予防、診断、治療の向上その他感覚器

障害対策の推進に資することを目的とする研究 
社会・援護局障害保健福祉部

企画課  
内線３０２０ 

4 特定疾患対策研究 特定疾患の原因の究明及び治療方法の確立に資する 健康局疾病対策課  



 

経費 ことを目的とする研究 内線２３５６ 

5 萌芽的先端医療技
術推進研究経費 

ナノテクノロジー（超微細技術をいう。）を活用した

医療技術及びトキシコゲノミクス（ゲノム科学を活

用した創薬の基盤となる技術をいう。）の分野の研究

開発の推進に資することを目的とする研究 

医政局研究開発振興課 内

線２５４３ 

6 免疫アレルギー疾
患予防・治療研究

経費 

免疫・アレルギー疾患の予防、診断、治療の向上そ

の他免疫・アレルギー疾患対策の推進に資すること

を目的とする研究 

健康局疾病対策課 内線２

３５９ 

7 基礎研究成果の臨
床応用推進研究経

費 

基礎研究の成果を、臨床現場に迅速かつ効率的に提

供するために必要な技術開発及び探索的な臨床研究

の推進を図ることを目的とする研究 

医政局研究開発振興課 内

線２５４３ 

8 こころの健康科学
研究経費 

最先端の神経科学、分子生物学等の技術を用いた精

神・神経疾患の病因及び病態の解明、これらの知見

に基づいた治療方法の開発等の推進に資することを

目的とする研究 

社会・援護局障害保健福祉部

企画課  
内線３０２０ 

[[[[健康安全確保総合健康安全確保総合健康安全確保総合健康安全確保総合

研究経費研究経費研究経費研究経費]]]] 
  

1 食品・化学物質安
全総合研究経費 

人の健康及び生活の安全を脅かす食品由来の健康危

害、有害化学物質等の因子解析及びその対策の推進

に資することを目的とする研究 

医薬局食品保健部企画課 

内線２４５２ 

2 医薬安全総合研究
経費 

医薬品・医療機器等の分野における安全性の向上及

び安全対策、薬物乱用の防止対策、人工血液開発等

の推進に資することを目的とする研究 

医薬局総務課  
内線２７０８ 

3 健康科学総合研究
経費 

生活習慣に着目した疾病の予防及び管理、地域保健

サービスの分析評価、健康増進の推進並びに生活環

境の保全に資することを目的とする研究 

健康局総務課地域保健室 

内線２３３４ 

4 創薬等ヒューマン
サイエンス総合研

究経費 

医薬品、医療・福祉  機器、保健衛生等の先端的、

基盤的技術に関する研究を総合的に推進することを

目的とする研究 

医政局研究開発振興課 内

線２５４３ 

5 医療技術評価総合
研究経費 

医療技術等を評価し、良質な医療の合理的かつ効率

的な提供に資することを目的とする研究 
医政局総務課  
内線２５２０ 

6 肝炎等克服緊急対
策研究経費 

肝炎ウイルスの病態及び感染機構の解明並びに肝

炎、肝硬変、肝がん等の予防及び治療方法の開発並

  



 

肝炎分野 健康局結核感染症課  
内線２３８７ 

  

牛海綿状脳症研

究分野 

びに牛海綿状脳症対策に関し、食品及び医薬品等の

安全確保の推進に資することを目的とする研究 

医薬局食品保健部監視安全

課 内線２４５２ 

7 労働安全衛生総合
研究経費 

職場における労働者の安全及び健康の確保並びに快

適な職場環境の形成の促進に資することを目的とす

る研究 

労働基準局安全衛生部計画

課 内線５５５０ 

  
 
 
 



 

 
 
 
 

別紙３

大臣官房厚生科学課
（単位：千円）

平成13年度 平成１４年度 対前年度 対前年度
備　　　考

予　算　額 予　算　額 増△減額 比率（％）

厚生労働科学研究費補助金 32,885,230 40,701,910 7,816,680 123.8%

［Ⅰ．行政政策研究分野］ 1,732,631 2,402,121 669,490 138.6%

  (1)政策科学推進研究経費 888,317 918,877 30,560 103.4%

  (2)厚生労働科学特別研究費 747,758 1,386,496 638,738 185.4%

  (3)統計情報高度利用総合研究費 40,039 40,172 133 100.3%

  (4)社会保障国際協力推進研究経費 56,517 56,576 59 100.1%

［Ⅱ．総合的プロジェクト研究分野］ 13,599,124 13,590,375 △ 8,749 99.9%

  (1)がん克服戦略研究経費 2,185,026 2,186,132 1,106 100.1%

  (2)長寿科学総合研究経費 1,790,109 1,791,403 1,294 100.1%

  (3)障害保健福祉総合研究経費 546,759 383,041 △ 163,718 70.1%

  (4)子ども家庭総合研究経費 648,190 798,422 150,232 123.2%

  (5)ヒトゲノム・再生医療等研究経費 4,023,020 4,023,910 890 100.0%

  (6)２１世紀型医療開拓推進研究経費 4,406,020 0 △ 4,406,020 0.0%

  (7)効果的医療技術の確立推進臨床研究経費 4,407,467 4,407,467

［Ⅲ．先端的厚生科学研究分野］ 9,420,091 13,555,172 4,135,081 143.9%

 (1)脳科学研究経費 1,513,183 0 △ 1,513,183 0.0%

 (2)高度先端医療研究経費 925,207 0 △ 925,207 0.0%

 (3)新興・再興感染症研究経費 1,772,738 1,549,308 △ 223,430 87.4%

 (4)エイズ対策研究経費 1,760,346 1,762,568 2,222 100.1%

 (5)感覚器障害研究経費 1,426,441 680,235 △ 746,206 47.7%

 (6)特定疾患対策研究経費 2,022,176 2,022,456 280 100.0%

 (7)萌芽的先端医療技術推進研究経費 2,839,905 2,839,905

 (8)免疫アレルギー疾患予防・治療研究経費 1,308,915 1,308,915

 (9)基礎研究成果の臨床応用推進研究経費 1,249,994 1,249,994

 (10)こころの健康科学研究経費 2,141,791 2,141,791

［Ⅳ．健康安全確保総合研究分野］ 8,133,384 11,154,242 3,020,858 137.1%

  (1)食品・化学物質安全総合研究経費 2,942,417 2,650,098 △ 292,319 90.1%

  (2)医薬安全総合研究経費 852,395 1,367,200 514,805 160.4%

  (3)健康科学総合研究経費 714,430 1,155,978 441,548 161.8%

  (4)創薬等ヒューマンサイエンス総合研究経費 2,757,271 2,757,561 290 100.0%

  (5)医療技術評価総合研究経費 866,871 1,895,381 1,028,510 218.6%

  (6)肝炎等克服緊急対策研究経費 949,626 949,626

  (7)労働安全衛生総合研究経費 378,398 378,398

合　　　　　　　　　　計 32,885,230 40,701,910 7,816,680 123.8%

事　　　　　　　　項



 

 

別紙４

公募研究事業計画表

研究

年月 （ 研 究 者 ） （厚生労働省） 評価 通知等

14.1～3 ホームページの確認 ← 研究課題等の公募(ホームページ)

研究計画書の作成・提出 → 研究計画書の受付・審査

事前評価委員会の開催 事前

評価

14.5 研 究 課 題 の 決 定 ← 国庫補助通知 次官通知

研

交付申請書の作成・提出 → 交付申請書の受付・審査

（所属施設長の承諾書）

交付決定通知 大臣通知

補助金の受領 ← 補助金の交付

究

期

15.1 間 １５年度継続申請に係る → 中間評価委員会の開催 中間

研究計画書の作成・提出 評価

15.4 事業実績報告書及び研究報告書→ 事業実績報告書

の作成・提出（４月１０日） の受付・審査

事後評価委員会の開催 事後

評価

補助金の確定 ← 補助金の確定通知 大臣通知

支出証拠書類の保存（５年間）



別紙５

厚生労働省の科学研究開発評価に関する指針

平 成 １ ４ 年 ８ 月 ２ ７ 日

厚生労働省大臣官房厚生科学課長決定

目次

第１編 総括的事項

第１章 目的

第２章 定義

第３章 対象範囲

第４章 評価実施主体、評価者及び研究者の責務

第５章 評価の基本的考え方

１．外部評価の実施、評価者の選任等

２．評価時期

３．開かれた評価の実施

４．研究開発資源の配分への反映等評価結果の適切な活用

５．評価支援体制の整備

６．評価における客観性の確保と研究開発の性格等に応じた適切な配慮

７．評価に伴う過重な負担の回避

８．その他

第６章 本指針の見直し

第２編 研究開発施策の評価の実施方法

１．評価体制

２．評価の観点

３．評価結果

第３編 研究開発課題の評価の実施方法

第１章 競争的資金による研究開発課題の評価

１．総括的事項

２．評価の実施体制

３．評価事項

４．評価方法

５．評価結果の通知

６．評価結果の公表等について



第２章 重点的資金による研究開発課題の評価

１．評価の実施主体

２．評価の実施方法

３．評価結果の通知等

第３章 基盤的資金による研究開発課題の評価

１．評価の実施主体及び実施方法

２．評価結果の活用等

第４編 研究開発機関の評価の実施方法

１．総括的事項

２．評価方法

３．評価事項

４．評価の実施体制

５．評価結果の通知等について

６．評価結果の公表等について

７．事前の自主点検の実施等

第５編 研究者の業績の評価の実施方法

(別紙) 本指針にいう研究開発機関

第１編 総括的事項

第１章 目的

「国の研究開発全般に共通する評価の実施方法の在り方についての大綱的指針」（平成

９年８月、内閣総理大臣決定）は、平成１３年１１月に「国の研究開発評価に関する大綱

的指針」（内閣総理大臣決定）と改定され、評価対象として、旧大綱的指針において示さ

れていた研究開発課題及び研究開発機関に、研究開発施策及び研究者等の業績を加えると

ともに、評価における公正さと透明性の確保、評価結果の予算、人材等の資源配分への適

切な反映、評価に必要な資源の確保と評価体制の整備を図ることが重要な改善点として盛

り込まれた。

国民の保健・医療・福祉・生活環境・労働安全衛生など国民生活の向上に資することを

目的とする厚生労働省の科学研究開発においても、行政施策との連携を保ちながら、研究

開発活動と一体化して適切な評価を実施し、その結果を有効に活用して、柔軟かつ競争的

で開かれた研究開発を推進しつつ、その効率化を図ることにより、一層優れた研究開発成

果を国民、社会へ還元することが求められている。

このため、厚生労働省の科学研究開発（試験、調査等を含む。）に関する研究開発施策、



研究開発課題、研究開発機関及び研究者の業績の評価について、外部評価の実施、評価結

果の公開、研究費等の研究開発資源の配分への適切な反映等を行うことにより、研究開発

評価の一層効果的な実施を図ることを目的として本指針を策定するものである。

第２章 定義

本指針において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。

(1) 研究事業等 次章①アからキまでに掲げるそれぞれの事業をいう。

(2) 研究開発機関 施設等機関及びこれと一体化した研究機関のうち、別紙に掲げ

るものをいう。

(3) 国立試験研究機関 研究開発機関のうち、別紙の１に掲げるものをいう。

(4) 国立医療機関等研究機関 研究開発機関のうち、別紙の２から４までに掲げる

ものをいう。

(5) 評価実施主体 第２編から第５編までの規定により評価を実施する研究事業等

の所管課、研究事業等を所管する法人及び研究開発機関をいう。

(6) 外部評価 評価実施主体が外部の者を評価者として選任して行う評価をいう。

(7) 第三者評価 評価実施主体とは別の独立した機関が行う評価をいう。

(8) 事前評価 研究開発施策の決定又は研究開発課題の採択の前に行う評価をいう。

(9) 中間評価 研究開発施策又は研究開発課題の実施期間中に行う評価をいう。

(10)事後評価 研究開発施策又は研究開発課題の終了後に行う評価をいう。

(11)追跡評価 研究開発施策又は研究開発課題の終了後一定の期間を経過した後に

行う評価をいう。

(12)エフォート 研究者の年間の全仕事時間を１００パーセントとした場合におけ

る、当該研究者が当該研究開発の実施に必要とする時間の配分率（研究専従率）

をいう。

(13)大規模プロジェクト 研究開発に要する費用の総額が１０億円以上と見込まれ

る研究開発課題をいう。

(14)少額又は短期の研究開発課題 年間500万円以下又は研究期間が１年以下と見

込まれる研究開発課題をいう。

第３章 対象範囲

本指針の研究開発評価の対象範囲は、以下のとおりとする｡

① 研究開発施策

ア 厚生労働科学研究費補助金による各研究事業

イ 国立病院特別会計におけるがん研究助成金、循環器病研究委託費、国際医療

協力研究委託費、成育医療研究委託費、精神・神経疾患研究委託費及び長寿医



療研究委託費による研究事業

ウ 医薬品副作用被害救済・研究振興調査機構が実施する基礎研究推進事業

エ 医薬品副作用被害救済・研究振興調査機構が実施する医薬品、医療機器等の

研究開発に対する出融資事業

オ 保健医療基礎研究費による研究事業

カ 特定疾患治療研究費及び小児慢性特定疾患治療研究費による研究事業

キ 結核研究所補助金及び放射線影響研究所補助金による研究事業

② 研究開発課題

ア 競争的資金による研究開発課題

・ 研究事業等のうち、公募型の研究開発課題

イ 重点的資金による研究開発課題

・ 研究事業等のうち、公募型以外の研究開発課題

・ 国立試験研究機関に予算措置された基盤的研究費以外の研究事業における

研究開発課題

ウ 基盤的資金による研究開発課題

・ 国立試験研究機関の基盤的研究費における研究開発課題

③ 研究開発機関

④ 研究者の業績

研究開発機関に所属する研究者の業績

第４章 評価実施主体、評価者及び研究者の責務

(1) 評価実施主体及び評価者の責務

① 評価実施主体は、本指針を踏まえ、評価のための具体的な仕組み(実施要領

等の策定、評価委員会の設置等)を整備し、研究者の能力が十分に発揮される

環境が創出されるよう、厳正な評価を実施するとともに、その評価結果を適切

に活用し、また、国民に対して評価結果とその反映状況について積極的な情報

の提供を図る。

② 評価者は、中立かつ公正で厳正な評価を行うべきことを常に認識するととも

に、優れた研究開発をさらに伸ばし、より良いものとなるように、必要に応じ、

適切な助言を行う。また、自らの評価結果が、後の評価者によって評価される

ことになるとともに、最終的には国民によって評価されるものであることを十

分に認識しなければならない。

③ 評価者は評価に関し知り得た情報を正当な理由なく漏らしてはならない。

(2) 研究者の責務

研究者は、研究開発活動の一環として評価の重要性を十分に認識し、自発的か



つ積極的に評価に協力する。また、研究者は、専門的見地からの評価が重要な役

割を果たすものであることを十分に認識し、評価に積極的に参加する。

第５章 評価の基本的考え方

１．外部評価の実施、評価者の選任等

(1) 外部評価の実施

評価実施主体は、評価の客観性・公正さ・信頼性を確保するために、外部評価

を実施することを原則とする。また、必要に応じて第三者評価を活用するものと

する。

(2) 評価者の選任等

① 評価者は、当該研究分野及びそれに関連する分野の専門家から選任し、国際

的な観点から評価を行うために、必要に応じて、海外の研究者に評価意見を求

めることもできるものとする。ただし、研究開発の性格や目的に応じて社会・

経済のニーズを適切に反映させるために、産業界や人文・社会科学の人材を選

任する等、当該研究分野の専門家以外の有識者等からも選任できるものとする。

なお、必要に応じて、評価実施主体、当該研究事業等の所管課又は関係課に所

属する者、被評価主体に所属する者も評価者として選任できるものとする。

② 評価者の選任にあたっては、利害関係の範囲を明確に定める等により原則と

して利害関係者が評価者に加わらないようにする。なお、利害関係者が加わる

場合については、その理由を示すものとする。さらに、評価の客観性を保つた

めに、例えば、年齢、所属機関、性別等に配慮して評価者を選任するように努

める。

③ また、研究者間に新たな利害関係を生じ、公正な審査の妨げとなることのな

いよう、評価者に対し評価に関わる諸情報の守秘の徹底を図る。

２．評価時期

(1) 研究開発施策及び研究開発課題

① 研究開発施策及び研究開発課題については、原則として事前評価及び事後評

価を行う。

② 研究開発施策については、研究開発をめぐる諸情勢の変化に柔軟に対応しつ

つ、常に活発な研究開発が実施されるよう、評価実施主体は、3年から5年程度

の期間を一つの目安として、定期的に評価を実施する。

③ 研究開発課題については、３年の研究開発期間の場合、原則２年目で中間評

価を実施する。5年以上の期間を要する又は研究開発期間の定めがない研究開

発課題は、評価実施主体が、当該研究開発課題の目的、内容、性格、規模等を



考慮し、例えば3年程度を一つの目安として定期的に中間評価を実施する。ま

た、優れた成果が期待され研究開発の発展が見込まれる研究開発課題及び目的

上継続性が重視される研究開発課題については、切れ目なく研究開発が継続で

きるように、研究開発終了前の適切な時期に評価を実施し、継続を決定するこ

とができるものとする。

④ 研究開発施策及び研究開発課題については、必要に応じて追跡評価を行い、

成果の波及効果、活用状況等を把握するとともに、過去の評価の妥当性を検証

し、関連する研究開発制度等の見直し等に反映するものとする。

(2) 研究開発機関

研究開発機関については、(1)②に準じて定期的に評価を実施する。

(3) 研究者の業績

研究者の業績の評価については、研究者が所属する機関の長が自ら定める方法に

従い、評価を実施する。

３．開かれた評価の実施

厚生労働省の科学研究開発の現状について国民の理解を得るとともに、評価の透

明性・公正さを確保するため、評価に係る諸情報を積極的に公開することが必要で

ある。

(1) 評価方法の周知

評価実施主体は、評価における公正さ、信頼性、継続性を確保し、実効性のあ

る評価を実施するために、評価目的や評価対象に応じて、あらかじめ評価方法

(評価手法、評価項目、評価基準、評価過程、評価手続等)を明確かつ具体的に設

定し周知する。

(2) 評価内容等の被評価者への開示

評価実施主体は、評価実施後、被評価者に結果を開示し、その内容を説明する

等の仕組みを整備する。なお、研究者の業績の評価については、所属する機関の

長が定める方法に従う。

(3) 研究開発評価等の公表等

① 評価実施主体は、個人情報や企業秘密の保護、国民の安全の確保、知的財産

権の取得状況等に配慮しつつ、研究開発成果、評価結果をインターネットを利

用すること等により、分かりやすい形で国民に積極的に公表する。ただし、研

究者の業績評価の結果については、個人情報の秘密保持の点から慎重に取り扱

う。

② 評価者の評価に対する責任を明確にするために、評価実施後、適切な時期に



評価者名を公表する。この場合において、研究開発課題の評価については、研

究者間に新たな利害関係を生じさせないよう、個々の課題に対する評価者が特

定されないように配慮するものとする。

③ 特に、大規模プロジェクトについては、①に留意しつつ評価結果を具体的に

公表する。

４．研究開発資源の配分への反映等評価結果の適切な活用

評価結果を十分に活用し、研究の一層の活性化を図るため、画一的、短期的な視

点のみにとらわれないよう留意しつつ、評価結果を研究開発費等の研究開発資源の

重点的・効率的配分、研究開発計画の見直し等の研究企画に適切に反映することが

必要である。このことは、柔軟かつ競争的で開かれた、より創造的な研究開発環境

の醸成に寄与し、活力あふれた研究開発を推進することにもつながるものである。

５．評価支援体制の整備

(1) 電子化の推進

研究開発の評価を行うに当たっては、評価者・被評価者双方において、関係資

料の準備やその検討など、一連の評価業務に係る作業が必要となるが、評価に伴

うこれらの作業負担が過重なものとなり、かえって研究開発活動に支障が生じて

はならない。そこで、評価実施主体においては、さらに効率的な研究開発の企画

等を図るため、被評価主体や研究者の協力を得て、各課題ごとに研究者（エフォ

ートを含む。）、資金、研究開発成果(論文、特許等)、評価者、評価結果を含む

データベースを構築し、管理する必要がある。

さらに、審査業務及び評価業務を効率化するために、申請書の受付、書面審査、

評価結果の開示等における電子システム化を進めることが望ましい。

(2) 人材の確保

評価実施主体は、評価体制を充実するため、評価担当者をおき、国の内外から

若手を含む研究経験のある人材を適性に応じ一定期間配置するように努める。さ

らに、研究開発課題の評価プロセスの適切な管理、質の高い評価、優れた研究の

支援、申請課題の質の向上の支援等を行うために、研究経験のある人材を充てる

ことが望ましい。また、研修、シンポジウム等を通じて評価人材の養成に努める

ことも必要である。

６．評価における客観性の確保と研究の性格等に応じた適切な配慮

(1) 評価の客観性を確保する観点から、質を示す定量的な評価手法の検討を進め、

具体的な指標・数値による評価手法を用いるよう努めるものとする。

(2) 本指針が対象とする研究は、多様な目的を持つものであり、例えば遺伝子資源



の収集・利用、長期縦断疫学研究など短期間で論文、特許等の形で業績を上げに

くい研究開発分野や試験調査などそれぞれの研究事業等が持つ性格や目的を十分

に考慮し、それぞれの研究事業等や研究開発機関に適した評価を行うことが必要

である。

(3) 国立試験研究機関の試験・調査等は、各種の研究活動の基盤整備的な役割を担

うものであり、評価に当たっては個々の業務の性格を踏まえ、一般的な研究開発

活動の評価の際に使用される評価指標、例えば論文数や特許権の取得数などとは

異なる評価指標を用いるなどの配慮が必要である。

７．評価に伴う過重な負担の回避

(1) 評価に伴う作業負担が過重となり、本来の研究開発活動に支障が生じないよう

に、大規模プロジェクトと少額又は短期の研究開発課題とでは評価の方法に差を

設けるなどの配慮が必要である。評価方法の簡略化や変更を行う場合は、評価実

施主体は、変更の理由、基準、概略等を予め示す必要がある。

(2) 研究開発施策、研究開発課題、研究開発機関及び研究者の業績の評価が相互に

密接な関係を有する場合には、それぞれの評価結果を活用して評価を実施するな

ど、効率的な評価を実施する。

(3) 個々の研究開発施策、研究開発課題等が、行政機関が行う政策の評価に関する

法律（平成13年法律第86号）に定める政策評価（以下単に「政策評価」とい

う。）の対象となる場合には、評価業務の重複による過重な負担が生じないよう、

本指針による評価と政策評価とを一体として行うものとする。

８．その他

独立行政法人については、独立行政法人評価委員会による評価が行われることと

されており、本指針の対象としていないが、本指針を参考として独立行政法人に係

る評価を行うことを妨げるものではない。

第６章 本指針の見直し

厚生科学審議会は、評価の実施方法について必要に応じて再検討を行い、本指針をより

適切なものとすべく見直しを行うものとする。

第２編 研究開発施策の評価の実施方法

１．評価体制

各研究事業等の所管課は、当該研究事業等の評価を行う。



２．評価の観点

政策評価の観点も踏まえ、研究事業等の目標、制度、成果等について、必要性、

効率性及び有効性の観点等から評価を行う。

研究事業等の特性に応じて柔軟に評価を行うことが望ましいが、「必要性」につ

いては、行政的意義（厚生労働省として実施する意義、緊急性等）、専門的・学術

的意義（重要性、発展性等)、目的の妥当性等の観点から、「効率性」については、

計画・実施体制の妥当性等の観点から、また「有効性」については、目標の達成度、

新しい知の創出への貢献、社会・経済への貢献、人材の養成等の観点から評価を行

うことが重要である。

３．評価結果

評価結果は、当該研究開発施策の見直しに反映させるとともに、各所管課におい

て、研究事業等の見直し等への活用を図る。

第３編 研究開発課題の評価の実施方法

第１章 競争的資金による研究開発課題の評価

１．総括的事項

(1) 厚生労働省の科学研究開発の大部分は、行政施策に関連する研究であり、専門

的・学術的観点及び行政的観点の両面から評価を行うものとするが、必要に応じ

て、広く国内外の専門家の意見を取り入れた国際的水準の評価を行うことができ

る。

(2) 評価に当たっては、評価に伴う負担が過重にならないようにするため、効果的

・効率的な評価を行う等の工夫や配慮を行う。少額又は短期の研究開発課題では、

事前評価による審査を中心とし、事後評価は省略する、評価項目を厳選する等の

配慮を行う。

(3) 評価は基本的に書面によるものとするが、必要に応じ当該研究申請者に対して

出席及び説明を求めること（ヒアリング）及び施設の訪問調査を実施するものと

する。

(4) 特定の研究者への研究費の過度な集中を防ぎ、効果的な研究開発の推進を図る

ため、研究代表者及び分担研究者のエフォートを明らかにし、新規課題の選定等

の際に活用する。

(5) 緊急時の行政的要請に基づいて行う調査研究等は、事前評価の対象としないこ

とができる。

２．評価の実施体制

(1) 評価委員会の設置



① 事前評価及び中間評価・事後評価を行うため、各研究事業等の所管課又は各

研究事業等を所管する法人（以下この章において「所管課等」という。）は、

研究事業等ごとに、事前評価委員会及び中間・事後評価委員会（以下、評価委

員会）を置く。

② 事前評価委員会及び中間・事後評価委員会の委員の数はそれぞれ１０名から

１５名程度を標準とする。

③ 評価委員会は、原則として当該研究分野の専門家から構成される。また、必

要に応じて専門家以外の有識者等や、所管課等及び本省関係課に所属する者も

委員とすることができる。

④ 中間・事後評価委員会の委員の概ね３分の１は、事前評価委員会の委員とは

異なる者をもって充てるものとする。

(2) 評価小委員会の設置

① 所管課等は、必要に応じて当該研究分野の専門家、本省関係課に所属する者

からなる評価小委員会を置くことができる。

② 評価委員会は、評価小委員会の委員を選任する。

(3) 評価委員会及び評価小委員会による評価の実施

① 評価小委員会は、各研究開発課題について、専門的・学術的観点と行政的観

点から書面による評価を実施し、評価委員会に報告する。

② 評価委員会は、各研究開発課題について、専門的・学術的観点からの評点、

行政的観点からの評点等から（評価小委員会を置いた場合には、評価小委員会

の報告も踏まえて）評価を行う。

③ 評価においては、１課題に対して評価委員会又は評価小委員会の複数名の委

員が行うものとする。

(4) 利害関係者の排除

① 評価委員会及び評価小委員会の委員は、当該研究事業等に応募すること（分

担研究者として応募することを含む。）ができないものとする。

② 委員は、自らが現在所属している機関に所属している者の研究開発課題につ

いては、評価しないものとする。

(5) その他

評価に必要な申請書等の様式、委員の任期等については、所管課等が別途定め

るものとする。



３．評価事項

(1) 事前評価の評価事項

事前評価に当たり考慮すべき事項は、次のとおりとする。

① 専門的・学術的観点からの評価に当たり考慮すべき事項

ア 研究の厚生労働科学分野における重要性

・ 厚生労働科学分野に関して有用と考えられる研究であるか

イ 研究の厚生労働科学分野における発展性

・ 研究成果が厚生科学分野の振興・発展に役立つか

ウ 研究の独創性・新規性

・ 研究内容が独創性・新規性を有しているか

エ 研究目標の実現性・効率性

・ 実現可能な研究であるか

・ 研究が効率的に実施される見込みがあるか

オ 研究者の資質、施設の能力

・ 研究業績や研究者の構成、施設の設備等の観点から、遂行可能な研究で

あるか

② 行政的な観点からの評価に当たり考慮すべき事項

ア 行政課題との関連性

・ 厚生労働行政の課題と関連性がある研究であるか

イ 行政的重要性

・ 厚生労働行政の課題における重要性が高い研究であるか

・ 社会的・経済的効果が高い研究であるか

ウ 行政的緊急性

③ 総合的に勘案すべき事項

ア いずれの観点の評価においても、各府省や学会の定める倫理指針に適合し

ているか、又は倫理審査委員会の審査を受ける予定であるかを確認する等に

より、研究の倫理性について検討する。

イ 主任研究者及び分担研究者のエフォート等を考慮する。

ウ これまで研究実績の少ない者（若手研究者等）についても、研究内容や計

画に重点を置いて的確に評価し、研究遂行能力を勘案した上で、研究開発の

機会が与えられるように配慮する。

エ 申請者に対してヒアリングを実施する場合は、上記の評価事項の他、申請

課題に対する研究の背景、目的、構想、研究体制、展望等についても説明を

求めるものとする。

④ 申請課題の採択に当たっては、研究開発資金の重点的・効率的配分を図る観

点から、関係省庁等と十分な連携・調整等を図ることとする。



(2) 中間評価の評価事項

中間評価に当たり考慮すべき事項は、次のとおりとする。

① 専門的・学術的観点からの評価に当たり考慮すべき事項

ア 研究計画の達成度（成果）

・ 当初の計画どおり研究が進行しているか

イ 今後の研究計画の妥当性・効率性

・ 今後研究を進めていく上で問題点はないか

・ 問題点がある場合は、研究内容等の変更が必要か

・ その際にはどのように変更又は修正すべきか

ウ 研究継続能力

・ 研究者の構成、研究者の能力や施設の設備からみて研究を継続し、所期

の目的を達成することが可能か

・ 研究者の構成に変更が必要な場合は、どのように変更すべきか

② 行政的観点からの評価に当たり考慮すべき事項

「期待される厚生労働行政に対する貢献度」等を評価事項とする。

③ 総合的に勘案すべき事項

ア いずれの観点の評価においても、各府省や学会の定める倫理指針に適合し

ているか、又は倫理審査委員会の審査を受けているかを確認する等により、

研究の倫理性について検討する。

イ 研究継続申請者に対してヒアリングを実施する場合は、上記の評価事項の

他、次年度の継続研究開発課題に対する研究開発課題の概要、研究の経過、

今後の展望等についても説明を求めるものとする。

(3) 事後評価の評価事項

事後評価に当たり考慮すべき事項は、次のとおりとする。

① 専門的・学術的観点からの評価に当たり考慮すべき事項

ア 研究目的の達成度（成果）

・ 計画していた目的を達成したか

・ 計画していた目的を達成できなかった場合、どこに問

題があったか

イ 研究成果の学術的・国際的・社会的意義

・ 研究成果の学術的・国際的・社会的意義がどの程度あるか

ウ 研究成果の発展性

・ 研究成果の今後の研究への発展性があるか

エ 研究内容の効率性



・ 研究が効率的に実施されたか

② 行政的観点からの評価に当たり考慮すべき事項

・ 期待される厚生労働行政に対する貢献度等。

③ 評価の際には、専門学術雑誌への発表、学会での講演、発表など研究成果の

公表状況や特許の出願及び取得状況について考慮する。

④ 当該研究の主任研究者に対してヒアリングを実施する場合は、上記の評価事

項の他、研究開発の結果及び成果と今後の展望等についても説明を求めるもの

とする。

４．評価方法

(1) 各研究開発課題につき、総合的に勘案すべき事項に配慮しながら、専門的・学

術的観点からの評価及び行政的観点からの評価を行う。評価は、５段階等の評価

段階を設定し、評点を付けることにより行う。

各研究事業等の特性を踏まえ、それぞれの観点の重要性を考慮して重み付けを

行った上で、総合点を算出し、点数の高い研究開発課題を優先的に採択すること

を原則とする。

(2) 評価の基準（評価段階、重み付け等）は、評価委員会において定める。

５．評価結果の通知

(1) 事前評価

所管課等は、課題の採否結果を個々の研究者に通知する。なお、必要に応じて

評価結果の内容等を研究者に通知するものとする。

(2) 中間評価

所管課等は、研究継続の可否を事前評価委員会及び個々の研究者に通知する。

なお、必要に応じて研究計画の変更、研究費の増減、共同研究者の変更、研究の

中止等の評価結果の内容を研究者に通知するものとする。

(3) 事後評価

所管課等は、評価結果を事前評価委員会及び個々の研究者に通知する。

６．評価結果の公表等について

(1) 以下の事項について、所管課等は、評価終了後の適切な時期に、刊行物、厚生

労働省ホームページ等により公表するものとする。

① 研究採択課題、研究費の交付予定額や研究報告書の概要

② 事前評価委員会及び中間・事後評価委員会の委員の氏名

(2) 公表に当たっては、個人情報・企業秘密や未発表の研究成果・知的財産権の取

得等について、それらを保護する観点に配慮するものとする。



第２章 重点的資金による研究開発課題の評価

１．評価の実施主体

重点的資金による研究開発課題の事前評価、中間評価及び事後評価については、

各研究事業等の所管課（国立試験研究機関又は法人に予算措置された基盤的研究費

以外の研究事業における課題については当該国立試験研究機関又は法人）において

実施する。

２．評価の実施方法

評価は、行政的な施策と適合しているか、専門的・学術的・社会的・経済的観点

等から有効に実施されているか等について行う。その際、科学技術の進展、社会や

経済の情勢の変化により、評価の項目、基準等が変わることに留意する。特に応用

研究、開発研究等については、社会的・経済的な観点からの評価を重視する。また、

大規模プロジェクトについては、責任体制の明確さ、費用対効果等を含めて、特に

厳正に評価するとともに、評価の客観性および公正さをより高めるため、必要に応

じて第三者評価を活用する。

３．評価結果の通知等

評価結果については、研究開発課題の研究実施者に通知するとともに、その概要

について、個人情報・企業秘密や未発表の研究成果・知的財産権の取得等について、

それらを保護する観点に配慮しつつ、インターネット等を通じて公表する。また、

国立試験研究機関に措置された研究事業における課題の評価結果については、研究

開発機関の評価において活用する。

第３章 基盤的資金による研究開発課題の評価

１．評価の実施主体及び実施方法

基盤的資金による研究開発課題の事前評価、中間評価及び事後評価は、研究開発

機関の長において、研究開発機関の目的等に照らして、重点的資金による研究開発

課題の評価方法等を参考としつつ、評価方法を適切に選定し、実施するものであり、

必ずしも外部評価を求めるものではない。その際、例えば論文発表等を通じた当該

研究分野における研究者間における評価等を活用するとともに、必要に応じて、研

究開発機関の評価の対象に含めるなど、効率的で適切な方法で実施する。

２．評価結果の活用等

評価結果は、必要に応じて、研究開発機関の評価に活用し、経常的な研究開発活

動全体の改善に資するよう配慮する。



研究開発機関の長は、基盤的資金による研究開発課題の評価結果の内容を所管課

に提出するものとする。

第４編 研究開発機関の評価の実施方法

１．総括的事項

(1) 研究開発機関は、各研究開発機関における科学研究開発の一層の推進を図るた

め、機関活動全般を評価対象とする研究開発機関の評価を定期的に実施する。

(2) 各研究開発機関は、その設置目的や研究目的に即して、機関運営と研究開発の

実施・推進の両面から、当該研究開発機関の活動について評価を行う。

２．評価方法

(1) 評価の客観性及び公平性を確保するため、外部評価又は第三者評価を行う。

研究開発機関に評価委員会を置く場合は、概ね１０名程度の当該研究開発機関

に所属していない専門家（国立医療機関等研究機関にあっては、当該研究機関又

は当該研究機関が置かれている施設等機関のいずれにも所属していない専門家）

等より構成するものとする。

(2) 研究開発機関の長は、当該研究開発機関全体の評価が３年に１回を目安として

定期的に行われるよう評価実施計画を策定する。

(3) 研究開発機関の各部等は、評価実施計画に基づいて、当該部等の活動の現状、

体制、将来の計画等について報告書を作成し、研究開発機関の長に提出する。

(4) 研究開発機関の長は、各部等からの報告書を取りまとめ、評価委員会に提出す

る。

(5) 評価委員会は、研究開発機関との討議等を行い、総合的見地から評価を実施し、

運営全般についての評価報告書を作成する。

(6) 評価委員会は、評価報告書を研究開発機関の長に提出する。

(7) 研究開発機関の長（国立医療機関等研究機関にあっては、当該研究機関の長及

び当該研究機関が置かれている施設等機関の長。４(１)を除き、以下同じ。）は、

評価委員会から評価報告書の提出を受けた場合において、当該研究報告書に当該

研究開発機関の運営の改善に係る指摘事項が記載されているときは、当該指摘事

項について検討を行い、対処方針を作成する。

(8) 各研究開発機関の長は、評価報告書((７)により対処方針を作成した場合にあ

っては、評価報告書及び対処方針。５.及び６.において同じ。)に基づき、その

運営の改善等に努めなければならない。

３．評価事項

研究開発機関の評価事項は、原則として以下の事項とし、各研究開発機関の研究



目的・目標に即して評価事項を選定する。また、評価業務の重複とならないよう、

評価に当たり、研究開発課題等の評価の結果を活用する。

① 研究・開発・試験・調査・人材養成等の状況と成果（これらの厚生労働省の施

策又は事業への貢献を含む。）

② 研究開発分野・課題の選定（厚生労働省の施策又は事業との関連性を含む。）

③ 研究資金等の研究開発資源の配分

④ 組織・施設設備・情報基盤・研究及び知的財産権取得の支援体制

⑤ 共同研究・民間資金の導入状況、産学官の連携、国際協力等外部との交流

⑥ 研究者の養成及び確保並びに流動性の促進

⑦ 専門研究分野を生かした社会貢献に対する取組

⑧ 倫理規定、倫理審査会等の整備状況

⑨ その他

４．評価の実施体制

(1) 評価委員会の委員の構成

評価委員会の委員は、以下の者とする。

当該研究開発機関に所属していない者（国立医療機関等研究機関にあっては、

当該研究機関又は当該研究機関が置かれている施設等機関のいずれにも所属して

いない者）で、当該研究開発機関の行う研究分野の指導的研究者から、当該研究

開発機関の長が選任する者。

ただし、必要に応じて研究開発機関の長は、以下の者を委員として選任する

ことができるものとする。

① 当該研究開発機関の所掌する専門分野以外の分野の有識者

② 研究開発機関所管課、または研究事業等の所管課に所属する者

(2) 評価委員会の委員の任期等は研究開発機関ごとに定める。

５．評価結果の通知等について

(1) 研究開発機関の長は、当該研究開発機関の所管課を通じて評価報告書を厚生科

学審議会に提出するものとする。

(2) 厚生科学審議会は、評価報告書の報告書を受けた場合において、必要があると

認めるときは、当該評価報告書に関して意見を述べることができる。

(3) 当該研究開発機関の所管課は、厚生科学審議会が（2）により意見を述べたと

きは、当該意見を踏まえ、当該研究開発機関に対し、その講ずるべき措置を指示

するとともに、必要な支援に努めるものとする。

(4) 当該研究開発機関の長は、厚生科学審議会が(2)により意見を述べたときは、

当該意見を踏まえ、当該研究開発機関の運営の改善等の状況を厚生科学審議会に



報告するものとする。

６．評価結果の公表等について

(1) 各研究開発機関は、次に掲げる事項を当該研究開発機関のホームページ等によ

り公表する。

① 評価報告書及び2(7)で定めた対処方針

② 厚生科学審議会が5(2)により意見を述べた場合にあっては、当該意見の内容

及び5(4)により報告した当該研究開発機関の運営の改善等の状況

(2) 各研究開発機関の所管課は、所管している研究開発機関について、次に掲げる

事項を厚生労働省ホームページ等により公表する。

① 当該研究開発機関における研究開発課題及び研究開発結果

② 厚生科学審議会が5(2)により意見を述べた場合にあっては、当該意見の内容

③ 5(3)により当該研究開発機関に指示した場合にあっては、当該指示の内容

④ 5(4)の報告を受けた当該研究開発機関の運営の改善等の状況

(3) 公表に当たっては、個人情報・企業秘密や未発表の研究開発成果・知的財産権

の取得等について、それらを保護する観点から十分に配慮するものとする。

７．事前の自主点検の実施等

各研究開発機関は、すでに所内に設置されている評価委員会等を活用し、当該研

究開発機関の研究開発活動について定期的な自主点検の実施に努めるものとする。

８．その他

研究開発機関と一体化している病院で実施されている臨床研究についても、本指

針に基づき評価を行うことが望ましい。

第５編 研究者の業績の評価

研究者の業績評価については、研究開発機関の長が、機関の設置目的等に照らして適切

かつ効率的な評価のための仕組みを整備して、実施する。その際、研究者には多様な役割

や能力、適性があることに十分配慮し、研究開発に加え、厚生労働行政への貢献、研究開

発の企画・管理、評価活動その他の関連する活動等に着目し、量よりも質を評価する。ま

た、人材養成機関としての機能を併せ持つ等の場合は、人材養成その他の面についても評

価できるように配慮する。



（別紙）

本指針にいう研究開発機関

１ 国立試験研究機関

(1) 国立医薬品食品衛生研究所

(2) 国立保健医療科学院

(3) 国立社会保障・人口問題研究所

(4) 国立感染症研究所

２ 国立高度専門医療センターと一体化した研究機関

(1) 国立がんセンター研究所

(2) 国立循環器病センター研究所

(3) 国立精神・神経センター神経研究所

(4) 国立精神・神経センター精神保健研究所

(5) 国立国際医療センター研究所

(6) 国立成育医療センター研究所

３ 国立療養所と一体化した研究機関

国立療養所中部病院長寿医療研究センター

４ 施設等機関（国立医療機関を除く。）と一体化した研究機関

国立身体障害者リハビリテーションセンター研究所




